
令和８年度
母子保健対策関係 予算概算要求について
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こども家庭庁成育局



（令和７年度予算） （令和８年度概算要求）
 17,635百万円 → 26,937百万円

令和８年度 母子保健対策関係予算概算要求の概要

すべてのこどもが健やかに育つ社会の実現を目指し、成育基本法や、母子保健にかかる様々な取組を推進する国民運
動である「健やか親子21」等を基盤とし、地域における妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援等を推進する。
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１ 成育基本法等を踏まえた母子保健医療対策の推進 12,694百万円 → 19,572百万円
～地域における切れ目のない妊娠・出産支援等の推進～

① 乳幼児健康診査の推進（令和６年度補正予算事業の継続実施）
• 「１か月児」及び「５歳児」健診について、全国の自治体での実施を目指して健康診査の費用に対し補助を行う。
• 「１か月児」、「３～６か月児」、「９～11か月児」、「５歳児」健診等の実施を推進するための体制整備の支援を行う。

② 新生児マススクリーニング検査の推進（令和６年度補正予算事業の継続実施）
• 「新生児マススクリーニング検査」の対象疾患拡充に向けた検討に資するデータを収集し、その結果を踏まえ、全国展開を目指す
ための実証事業を実施する。

• 新生児マススクリーニング検査に係る精度管理の費用に対し補助を行う。

（１）乳幼児健診等の推進【新規】

• 若年世代を含む国民が、気軽に相談できるよう、身近な地域や機関等における相談体制の整備や、10代や20代の若者にも訴求する、
実効性のある普及啓発のための取組を推進する。

• 性と健康の相談センター事業について、身近な地域において医療機関等も含め、専門家による相談支援体制の整備を図るとともに、
SNSを活用したオンライン相談指導（夜間対応含む）を実施する。

（２）プレコンセプションケア推進５か年計画に基づくプレコンセプションケアの推進【拡充】

※デジタル庁一括計上予算含む（令和７年度当初予算にない事業は【新規】と記載）

（３）卵子凍結による妊孕性温存等に係る課題検証のためのモデル事業【新規】 
• 卵子凍結に関する検討を行うこども家庭科学研究の研究班と連携し、希望する都道府県において卵子凍結に対する助成を行うこと
で、卵子凍結に関する様々な課題等の検証を行うことを目的としたモデル事業を実施する。

• 卵子凍結に関する正しい知識の普及啓発を併せて実施する。
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・ マイナンバーカードを活用した母子保健のデジタル化や電子母子健康手帳の普及に向け、情報連携基盤（Public Medical Hub）を
活用するための実証事業の実施や、健康診査等の請求支払システム等のシステム構築など母子保健DXの推進を行う。

（５）妊婦等に対する遠方の分娩取扱施設等への交通費等支援事業【拡充】

（４）母子保健のデジタル化等の推進【新規】

・ 妊婦健診の公費負担額の自治体間格差および実際にかかる費用の施設間格差是正のための調整を推進するため、都道府県が医療機
関への働きかけや、市区町村や医師会等と集合契約を結ぶ際に必要となる調整に係る費用を助成する。

（６）妊婦健診の公費負担額の自治体間格差等の是正推進【新規】

（７）予防のためのこどもの死亡検証体制整備等【拡充】

（８）成育医療等の提供に関するデータ分析・支援等推進事業【拡充】

・ 現在実施している「遠方の分娩取扱施設」を対象とした交通費支援事業、「遠方の産科医療機関」を対象とした交通費支援事業を
統合するとともに、不妊治療施設や産後ケア施設等を対象施設として追加する。

・ 予防のためのこどもの死亡検証（Child Death Review）について、体制整備に向け、都道府県等における実施体制を検討するため
のモデル事業として、関係機関による連絡調整、こどもの死因究明にかかるデータ収集及び整理、有識者や多機関による検証並びに
検証結果を踏まえた政策提言を行うための費用の支援を実施する。

・ こどもの死亡に関する情報について、一覧性があり、検索がしやすいポータルサイトを整備し、予防可能なこどもの死亡事故の予防
策等について普及・啓発を行う。

・ 成育医療等の施策に関する知見の収集及び分析、施策のPDCAサイクルに関する提言、自治体・医療機関等における取組を推進する
ための支援、情報発信の推進等を効果的に実施するため、厚生労働省が実施する女性の健康に関するナショナルセンターの一環とし
て、成育医療等に関する科学的・専門的な知見を有する国立成育医療研究センターにおける成育医療等の提供に関するデータ分析・
支援等を推進する。

・ 国立成育医療研究センターに中央拠点病院として「こどもの心の診療ネットワーク事業」のシンクタンク機能を構築する。
・ 国立成育医療研究センターで、法医学・医療関係者等への啓発等による人材育成をはかるほか、予防のためのこどもの死亡検証体制
整備モデル事業実施自治体に有識者の派遣等を行う。

（９）ドナーミルクに関する調査研究【新規】
・ ドナーミルクに関する過去の調査結果の整理、追加的な調査、有識者からの知見の収集等、ドナーミルクの安全確保の仕組み及び安
全供給に関する調査研究を実施する。
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（10）入院中のこどもへの付添い家族の環境改善【新規】

（11）妊産婦のメンタルヘルスに関するネットワーク構築事業【拡充】

（13）不妊症・不育症や死産・流産等を経験された方への支援等

・ 入院中のこどもへの付添いをする家族の環境改善のため、医療機関におけるリフォームの実施や物品の購入（簡易ベッド、寝具な
ど）等を支援する補助を創設する。

・ 都道府県、指定都市、中核市において、妊産婦のメンタルヘルスの診療に係る精神科医療機関等に、コーディネータを配置し、各
精神科医療機関や市町村等の関係機関と連携したネットワーク体制の構築を図る。

・ 医療機関や、相談支援等を行う地方自治体、当事者団体等の関係者等で構成される協議会等の開催、当事者団体等によるピア・サ
ポート活動等への支援等を実施する。

・ 先進医療として実施される不育症検査に要する費用への助成や、自治体が実施する不育症検査に係る広報啓発費用の補助を行う。
・ 不妊治療や流産の経験者を対象としたピアサポーターの育成研修や、医療従事者に対する研修を実施する。
・ 不妊症・不育症に対する社会の理解を深めることや、治療を受けやすい環境整備に係る社会機運の醸成を図るため、普及啓発事業
を実施する。

（12）こどもの心の診療ネットワーク事業

・ 様々なこどもの心の問題に対応するため、都道府県等における拠点病院を中核とし、医療機関や保健福祉機関等と連携した支援体
制の構築を図るための事業を実施するとともに、災害時のこどもの心の支援体制づくりを実施する。

（14）妊娠・出産包括支援事業、産後ケア事業
・ こども家庭センター（旧子育て世代包括支援センター機能部分に限る。）の設置の促進を図るとともに、産前・産後サポート事業等
を地域の実情に応じて実施し、妊産婦等に必要な支援体制の強化を図る。さらに、都道府県等が人材育成のための研修を行う等、市
町村に対し、妊娠・出産包括支援事業を推進するための体制を整備する。

・ 出産後１年以内の母子に対して心身のケアや育児のサポート等を行い、産後も安心して子育てができる支援体制の確保を行う産後ケ
ア事業について、少子化の状況を踏まえ、安心・安全な子育て環境を整えるため、法定化により市町村の努力義務となった当事業の
ユニバーサル化を目指す。

・ こども家庭センターや伴走型相談支援との連携により、妊娠期から子育て期にわたるまでの切れ目ない支援の提供を行う。

（15）産婦健康診査事業
・ 退院直後の母子に対して心身のケア等を行い、産後も安心して子育てができる支援体制を確保する観点から、産婦健康診査の費用を
助成することにより、産後の初期段階における母子に対する支援を実施する。
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（21）低所得の妊婦に対する初回産科受診料の支援

（18）被災した妊産婦・乳幼児の相談等の母子保健支援事業
・ 被災した妊産婦及び乳幼児等の心身の健康等に関する相談支援体制を確保するため、被災県及び被災県内市町村に対して補助を行う。

・ 低所得の妊婦の経済的負担軽減を図るとともに、当該妊婦の状況を継続的に把握し、必要な支援につなげるため、要件を満たす妊婦
の初回の産科受診料を助成する。

（22）妊婦訪問支援事業
・ 妊婦健診未受診の妊婦など、継続的に状況を把握することが必要な妊婦の家庭を訪問し、妊婦の状況を把握するとともに、妊婦の状
況に応じて必要な支援につなげる。

（20）出生前検査認証制度等啓発事業
・ 出生前検査に関する相談支援を担う地方自治体の取組を推進するとともに、妊婦等に対する正しい情報の提供及び認証制度等の啓発
を行う。

（19）母子保健対策の強化
・ 両親学級のオンライン実施やＳＮＳを活用したオンライン相談、母子保健に関する記録の電子化及び各種健診に必要な備品（屈折
検査機器等）の整備など、地域の実情に応じた母子保健対策の強化を図るための事業を実施する。

・ 都道府県による成育医療等に関する協議会の設置などの広域支援の推進等を実施する。

（16）多胎妊娠の妊婦健康診査支援事業

（17）新生児聴覚検査の体制整備事業

・ 多胎児を妊娠した妊婦は、単胎妊娠の場合よりも頻回の妊婦健康診査受診が推奨され、受診に伴う経済的負担が大きくなることから、
通常14回程度の妊婦健康診査よりも追加で受診する健康診査に係る費用を補助することで、多胎妊婦の負担軽減を図る。

・ 聴覚障害の早期発見・早期療育が図られるよう、新生児聴覚検査の実施に係る関係機関による協議会の設置、研修会の実施や普及啓
発等のほか、新生児聴覚検査結果の情報集約や医療機関・市町村への情報共有・指導等、難聴と診断された子を持つ親等への相談支
援、産科医療機関等の検査の実施状況の把握や精度管理の実施を支援することにより、都道府県における新生児聴覚検査の推進体制
を整備する。



・ 身体の発育が未熟のまま生まれた未熟児に対する医療の給付等を行う。また、特に長期の療養を必要とする結核児童に対する医療の給付を
行うとともに、必要な学習用品・日用品を支給する。

２ 未熟児養育医療等  3,436百万円 → 3,366百万円

・ 保健、医療、療育、福祉、教育分野等のこども家庭分野に係る行政施策の科学的な推進を確保し、技術水準の向上を図ること並びに第３
期健康・医療戦略及び医療分野研究開発推進計画を踏まえた世界最高水準の医療提供に資する医療分野の研究開発を推進すること等を目的
として実施する。

３ こども家庭科学研究等の推進                947百万円 → 1,118百万円

・ 令和元年12月に施行された成育基本法を踏まえ、従来までの「健やか親子２１」による母子保健分野の取組に加え、医療、教育などの
幅広い分野において、成育基本法に基づく取組を推進していくため、国民全体の理解を深めるための普及啓発等を実施する。

・ 母子保健に係る調査研究の成果やコンテンツ（他の事業で制作されたものを含む。）を整理の上、包括的に情報発信する。

４ 成育基本法に基づく取組の推進 35百万円 → 35百万円

・ 都道府県において、旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者等からの請求を受付、調査し、内閣総理大臣に提出するほか、補償金等の
支給手続き等に係る周知及び相談支援等を行う。

５ 旧優生保護補償金等の支給等 435百万円 → 1,298百万円
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・ 母子保健に携わる指導的立場にある者に対する研修などを実施する。

６ その他 88百万円 → 52百万円

・ PMHの機能のうち母子保健の分野について、令和８年度以降の全国展開を見据えて必要となるPMHの機能の拡充を行う。

７ 母子保健に係る情報連携システム（PMH）の整備【新規】 ※デジタル庁一括計上予算   1,496百万円



（参考資料）
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成育局 母子保健課産後ケア事業（子ども・子育て支援交付金） 

○ 出産後１年以内の母子に対して心身のケアや育児のサポート等を行い、産後も安心して子育てができる支援体制の確保を行う産後ケア事業について、少子化
の状況を踏まえ、安心・安全な子育て環境を整えるため、法定化により市町村の努力義務となった当事業のユニバーサル化を目指す。こども家庭センターや伴
走型相談支援との連携により、妊娠期から子育て期にわたるまでの切れ目ない支援の提供を行う。
※ 「産後ケア事業」は、母子保健法の一部を改正する法律（令和元年法律第69号）により、市町村の努力義務として規定された（令和３年４月１日施行）

◆ 対象者
産後ケアを必要とする者

◆ 内 容
出産後１年以内の母子に対して心身のケアや育児のサポート等きめ細かい支援を実施する。

◆ 実施方法・実施場所等
（１）「宿泊型」 ・・・ 病院、助産所等の空きベッドの活用等により、宿泊による休養の機会の提供等を実施（利用期間は原則７日以内）
（２）「デイサービス型」・・・ 個別・集団で支援を行える施設において、日中、来所した利用者に対し実施
（３）「アウトリーチ型」・・・ 実施担当者が利用者の自宅に赴き実施

◆ 実施担当者
事業内容に応じて助産師、保健師又は看護師等の担当者を配置。※ 宿泊型を行う場合には、24時間体制で１名以上の助産師、保健師又は看護師の配置が条件

（市町村）

※ 実施自治体数は変更交付決定ベース
※ 産婦の利用率の算出方法

宿泊型・デイサービス型・アウトリーチ型の各利用実人数の合計/  分娩件数
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実施自治体数 産婦の利用率

（％）

（年度）

【実施主体】市町村（特別区を含む）
【補 助 率】 国１／２、都道府県１／４、市町村１／４

※都道府県負担の導入（R6以前は、国１／２、市町村１／２）
【補助基準額】
（１）デイサービス・アウトリーチ型 １施設あたり月額 1,849,300円
（２）宿泊型 １施設あたり月額 2,781,800円
（３）①住民税非課税世帯に対する利用料減免（R4～） １回あたり 5,000円

②上記①以外の世帯に対する利用料減免（R5～） １回あたり 2,500円
（４）24時間365日受入体制整備加算（R4～） １施設あたり年額 3,080,600円
（５）支援の必要性の高い利用者の受け入れ加算（R6～） １人当たり日額 7,000円
（６）兄姉や生後４か月以降の児を受け入れる施設への加算（R7～）

１施設当たり月額 182,900円
（７）宿泊型について、夜間に職員配置を２名以上にしている施設への加算（R7～）

１施設当たり月額 256,700円

事業の目的

事業の概要

実施主体等 事業の実績
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令和８年度概算要求額 77億円（66億円）
※令和６年度までは母子保健医療対策総合支援事業として実施（令和６年度予算額：60.5億円）【平成26年度創設】



成育局 母子保健課産後ケア施設改修費等支援事業

事業の概要

産後ケア事業を行う施設（賃貸物件を活用して設置する施設等を含む）の新設、定員の拡大等を行おうとする設置主体に対して、
当該施設の改修に伴い必要となる経費の一部を補助する。

実施主体等

【実施主体】市町村
【補助率】設置主体が市町村の場合 ：国１／２、市町村１／２(直接補助)

設置主体が民間団体の場合：国１／２、市町村１／４、民間団体１／４(間接補助)
【補助基準額】33,372千円

事業の目的

○ 産後ケア事業については、こども未来戦略（令和5年12月閣議決定）において、「支援を必要とする全ての方が利用できるよう
にするための提供体制の確保に向けた取組を進める」こととされたところ。

○ また、令和６年の子ども・子育て支援法の改正により、令和７年度から同事業を地域子ども・子育て支援事業として位置づけ、
国・都道府県・市町村の役割分担を明確化し、計画的な提供体制の整備を進めていくこととしている。

○ 産後ケア事業のユニバーサル化に向け、受け皿の拡大を進めていくため、産後ケア事業を行う施設（賃貸物件を活用して設置する施
設等を含む）に対する改修費等を支援することにより、産後ケア事業の実施体制の強化を図る。

（こども家庭庁） （自治体） （設置主体）

9
留意点

次世代育成支援対策施設整備交付金の補助の対象となる場合は、本事業による補助の対象外とする。

新規

令和８年度概算要求額 ３億円（ー）【令和６年度補正創設】



【実施主体】 (1)～(15)：都道府県・指定都市・中核市、(16)及び(17)：市町村 ※それぞれの事業を単独で実施可能
【補助率】 国２／３、都道府県・指定都市・中核市・市町村１／３
※「プレコンセプションケア推進５か年計画」に基づき、本事業の取組を行う自治体を100％とするため、令和11年度まで、補助率の嵩上げを実施。

実施主体等

成育基本方針（令和３年２月９日閣議決定）を踏まえ、プレコンセプションケアを含め、男女を問わず性や妊娠に関する正しい知識の普及を 図り、健康
管理を促す事を目的とする。

目 的

内 容

10

成育局 母子保健課性と健康の相談センター事業
令和８年度概算要求額 ６億円（６億円）【令和４年度創設】

拡充

【都道府県・指定都市・中核市事業】
（１）不妊症・不育症や予期せぬ妊娠を含む妊娠・出産、思春期や性の悩み等を有する男女への専門的な

相談指導（※）
（２）不妊治療と仕事の両立に関する相談対応（※）
（３）生殖や妊娠・出産に係る正しい知識等に関する講演会・出前講座（教育機関・企業等への講師派

遣）の開催（※）
（４）相談指導を行う相談員の研修養成（企業等向けのプレコンセプションケアに関するものも含む） （※）
（５）男女の性や生殖、妊娠・出産、不妊治療等に関する医学的・科学的知見の普及啓発（※）
（６）学校で児童・生徒向けに性・生殖に関する教育等を実施する医師や助産師等の研修会実施等の支援
（７）特定妊婦等に対する産科受診等支援（性感染症などの疾病等に関する受診を含む。）
（８）若年妊婦等に対するアウトリーチによる相談支援、緊急一時的な居場所の確保
（９）出生前遺伝学的検査（NIPT）に関する専門的な相談支援
（10）HTLV-1等母子感染対策協議会の設置等
（11）不妊症・不育症患者等の支援のためのネットワーク整備
（12）基礎疾患のある妊産婦等への妊娠と薬に関する相談支援（R6～）
（13）医療機関等に委託するプレコンセプションケアに関する相談支援（R6補正）
（14）性と健康の相談支援センターや委託先となっている医療機関等のオンライン相談の初期設備整備

（R6補正） ※補助単価：１か所13万円
（15）SNSを活用したオンライン相談対応（夜間対応含む）

【市町村事業】
（16）生殖や妊娠・出産に係る正しい知識等に関する講演会・出前講座

（教育機関・企業等への講師派遣）の開催
（17）医療機関等に委託するプレコンセプションケアに関する相談支援

◆ 対象者
思春期、妊娠、出産等の各ライフステージに応じた相談を希望する者、企業等の労務担当職員等（避妊や性感染症等の性行為に関する相談、予期せぬ妊娠、メンタルヘルス

ケア、不妊症相談を含む）
◆ 内 容（※都道府県・指定都市・中核市事業においては、（１）～（５）の基本事業は原則全て実施すること。 ）

◆ 実施自治体数 96自治体（47都道府県、49市）  ※ 令和６年度変更交付決定ベース



成育局 母子保健課プレコンセプションケアに関する相談支援加算
（性と健康の相談センター事業の一部）

事業の目的
 「経済財政運営と改革の基本方針2024」において、「相談支援等を受けられるケア体制の構築等プレコンセプ
ションケアについて５か年戦略を策定した上で着実に推進する」旨が盛り込まれた。

 これを踏まえ、「プレコンセプションケアの提供のあり方に関する検討会～性と健康に関する正しい知識の普
及に向けて～」において、プレコンセプションケアに係る課題と対応について整理を行い、「プレコンセプショ
ンケア推進5か年計画」の策定を行ったところであり、プレコンセプションケア概念の幅広い普及を行う。

 プレコンセプションケアについて、若年世代を含む国民が、気軽に相談できるよう、身近な地域や機関等にお
ける相談体制の整備を図る。

事業の概要

実施主体等
【実施主体】都道府県・指定都市・中核市・市町村 【補助率】1/2
【補助単価】相談１件当たり 7,700円（※） ※ただし、実際の相談費用の７割相当額を上限とする。

対象者
将来の妊娠・出産やライフデザインに関心がある男女

内容
身近な地域の医療機関等にプレコンセプションケアに関する相談支援の委託等を行い、対象者に相談支援を実施

した場合の費用について補助を行う。
（※性と健康の相談支援センターが直接相談支援を行うことも可能）
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令和８年度概算要求額 性と健康の相談センター事業 ６億円の内数（６億円の内数）【令和６年度補正創設】



成育局 母子保健課

事業の目的
「経済財政運営と改革の基本方針2024」において、「相談支援等を受けられるケア体制の構築等プレコンセプションケア
について５か年戦略を策定した上で着実に推進する」旨が盛り込まれた。

 これを踏まえ、「プレコンセプションケアの提供のあり方に関する検討会～性と健康に関する正しい知識の普及に向けて
～」において、プレコンセプションケアに係る課題と対応について整理を行い、「プレコンセプションケア推進5か年計
画」の策定を行ったところであり、本事業ではプレコンセプションケア概念の幅広い普及を行うことを目的とする。

事業の概要
プレコンサポーターの養成研修事業【拡充】
プレコンセプションケアを推進することを目的とし、自治体・企業・教育機関等において、性別を問わず、性や健康に関

する正しい知識の普及を図り、健康管理を行うよう促す「プレコンサポーター」を養成するための研修を行う。

自治体支援事業【拡充】
自治体が「地方版推進計画」を策定し、計画的に取組を進められるよう、希望する自治体を集めた「プレコン推進地方自

治体会議（仮称）」の運営等を行い、好事例の共有や情報提供・交換を行う。

プレコンセプションケアに関する情報発信等事業
プレコンセプションケアに関するSNS等を活用した広報啓発、リーフレットや動画等の普及啓発資材の開発、若年世代を

対象にした情報発信等を実施する。これにより、「プレコンセプションケア」概念の幅広い普及とともに、男女を問わず、
性や妊娠・出産に関する正しい知識を身につけ、適切な健康管理を行うことを目的とする。

プレコンセプションケアの提供のあり方に関する推進協議会の運営等
「プレコンセプションケア推進５か年計画」に基づき、当事者のニーズに沿った取組や支援が実施できるよう、当事者、

有識者等を集めた「プレコンセプションケアの提供のあり方に関する推進協議会（仮称）」の運営等を行う。

実施主体等
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プレコンセプションケア普及推進事業 新規

【実施主体】国（民間事業者等へ委託）

令和８年度概算要求額 １億円（ー）
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